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１．はじめに 
中学校・高等学校の新しい学習指導要領によ

り、2012・2013 年度から知的財産（知財）の学

習が始まっている。筆者はこれまで適切な知財の

教材のあり方を調査し、数回にわたってCIEC学

会誌で「本の紹介」を寄稿してきた。この4月か

らは高校の教科「商業」、科目「商品開発」では

知財の内容が多数のページを使っている。また、

工業所有権情報・研修館（INPIT）からは、発表

者も作成に携わって新しい教材が発行された。こ

のような状況のなか、これからの知財教育を推進

するための教材開発についての 1 つの考察を報

告する。 

 

２．知財教育研究の進展 
知財教育の広がりに対応するため、日本知財学

会に知財教育分科会がある。同学会は知財を生み

出す研究者やそれを利用する企業の経営者が中

心になって、ニーズ指向の知財学を振興するため

2003 年に設立され、幅広い層の知財に関心を持

つ関係者に参加を求め、科学技術やコンテンツに

かかる創造、保護、活用について、法律、経済、

経営、国際関係論など学際領域を中心に研究活動

を振興していくことを目指しているが、教育学を

基底とする知財教育分科会は、知財学ゼミナール

の協力を得て準備を進め、2007 年に設置以来、

学術的な教育研究体制を構築してきた。 

知財教育分科会は、初等中等教育段階を含めた

専門家養成に捕らわれない知財教育の普及推進

を目的に、教育学の研究者のほか、学校現場の教

職員や生涯学習・社会教育などに携わる人々の連

携を深め、知財教育の発展を目指している。その

ために、技術者教育、産業教育、起業家教育ある

いは教員養成などの今日の教育に求められる新

しい側面を多く取り入れ、その普及のために、全

国を縦断しながら活動を継続している。分科会の

活動は、全国各地のユニークな知財教育・実践を

掘り起こし、ネットワーク化を図るため、設置以

来、年間4回の知財教育研究会を全国で巡回開催

することと、年次学術研究発表会とで情報を共有

しネットワーク構築を図り、知財教育の確立を進

めてきた。2013年 1月現在、25回を数えた知財

教育研究会は、全国縦断を完全実現し、さらに

2010 年度からは、新たに全国で 3回の知財教育

セミナーを開催してきた。前者が学術的な教育研

究を主体としているのに対して、後者は学校現場

の一般教職員や教職を目指す学生を主対象とし、

学校や地域での知財教育を広く普及推進するこ

とを目的としている。知財教育の方法や教材な

ど、毎回、特定のテーマに絞ってセミナーを開催

し、専門家から講演や実習や実技なども交え、知

財教育の普及を図っている。  

知財教育研究会での研究・実践発表106件から

発表者の所属、内容の対象を演題によって、知財

教育研究の動向を分析した。 

① 幼稚園を対象にした知財教育報告、幼稚園教

員による研究報告は皆無である。 

② 小学校を対象にした知財教育は１件あった。

小学校の学習指導要領で知財が取り入れてい

ないことが、小学校教員が教育研究に視線が向

かない要因であると考えられる。 

③ 中学校を対象にした報告は技術教育と限定

的ではあるが、全体の 10％程度で推移してい

る。音楽、美術の教科での知財教育報告は皆無

である。 

④ 高校は、工業・商業・農業の専門教科で微増

している。産業財産権教育推進校での教育研究

が大半である。音楽、美術、書道、工芸の芸術

の教科での知財教育報告は皆無である。高校生

の発表があるがこれは極めて例外的な存在で

ある。 

⑤ 高等専門学校での報告は、全体の 10％程度

あるが、近年は減少気味である。 

⑥ 短期大学での知財教育研究報告、短期大学教

員による報告は皆無である。短期大学２年間で

の知財教育の導入は困難な点も想定できるが、

高等教育機関として、知財教育の視点が全く存

在しないことは問題である。 

⑦ 大学を対象にした教育研究は減少傾向にあ

る。現代ＧＰ等での知財教育事業に区切りがで

き、新たに知財教育が拡大していないことが問

題である。大学学部の知財教育が飽和状態であ
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ることも否定できない。教育学系の大学院生の

報告はあるが、知財専門職大学院学生の報告

は、研究目的が異なることもあり皆無である。 

⑧ 職業訓練校を対象にした研究報告が１件あ

る。工業高校、工業高専と同様に、産業財産権

教育として普及発展の余地が見込まれる。 

⑨ 研究所、事業所、行政機関職員による報告は

ばらつきがある。 

⑩ 地域活動を対象とした知財教育は少数であ

るが存在している。今後、学校と地域が連携す

る知財教育は大きく発展の余地がある。 

 

３．知財教育の教材分析 
このような状況にあって、今後の知財教育の推

進にあたっては、児童生徒・学生向けの適切な教

材と、教師向けの解説書が必要となる。すでに、

知財教育の場で使用することが可能な書籍、DVD

等の番組教材は特許庁をはじめとする関係団体

あるいは各種出版社から各種発行されている。 

それらは、学校・大学の授業で使用することを

目的としたもに、資格・検定試験等の受験勉強目

的としたものなど多彩である。主なものを表１に

示した。 

 

表1 知財教育の関連教材 

 
Ａ 経済産業省・特許庁「産業財産権標準テキスト」

総合編、特許編、商標編、流通編 
Ｂ 放送大学「社会と知的財産」 
Ｃ 汐文社「イラスト大豆会知的財産権」 
Ｄ 発明協会「解決！ ぼくらの知的財産」 
  特許編、意匠・商標編、著作権編 
Ｅ 東海大学「出る杭をのばせ！ －明日を変える

創造性教育－」 
Ｆ 知的財産マネジメント研究会「かずくん 
  はつめい はっけんシリーズ」 
Ｇ 山口大学 知的財産教育教本 
Ｈ 各種の文部科学省検定済教科書 
Ｉ 各種の弁理士試験関係テキスト 
Ｊ 各種の知的財産管理技能検定関係テキスト 
Ｋ 特許庁「Chenge the World」 
Ｌ 特許庁「んちゃ！ アラレのおしおき！ アイ

デア泥棒をやっつけちゃえ！」「がんばれ コボ

ちゃん牛乳」 
Ｍ 東海大学「世界をつなげ ～海外電話の開発～」 
Ｎ 山崎教育システム「Drリツコの知財に TRY！」 
 
 これら教材を、内容の何度の高低を縦軸にとり、

対象年齢の高低を横軸にとり、ポートフォリオ分

を試みた。 
 その結果、児童生徒向けの学習書と、教員向け

の解説書が不足していることが判明した。 

 図１ 知財教材のポートフォリオ 

 

４．新しい知財教育書の開発 
 ポートフォリオ分析によって得られた分析を得

て、筆者らは、全国の知財教育実践を収録し、そ

れら特色か知財教育の理論を検討した『知財教育

の実践と理論 －小・中・高・大での知財教育の

展開－』を2013年６月には白桃書房から出版する

に至った。 

また、INPITが三菱UFJリサーチ＆コンサルテ

ィングを通して行った「平成23年度今後の知的財

産人材育成教材等の在り方に関する調査研究」を

踏まえ、『知的創造活動と知的財産 ～私たちの暮

らしを支えるために～』と、その活用手引きが

「INPITブックレット」として発行された。 

 

５．まとめ 
新しい２種の知財教育教材は、前者は、主とし

て知財教育研究者を主たる対象に、後者は、本冊

は児童生徒をはじめ一般の読者を対象に、活用の

手引きは、学校教育現場の教員を主たる対象とし

ており、これで、知財教育の推進と、知財教育研

究体制を強化することができるものと思われる。 

しかし、知財教育はまだ発展途上にあり、より

新しい知見を取り入れ、CIECをはじめとして、さ

まざまな場で、展開されることを期待したい。 
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